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ＮＬ規制 Ｑ＆Ａ 

1．ＮＬ規制について 

 

1-1 印刷インキ工業会で作成しているネガティブリスト(ＮＬ)とはどのようなものですか？  

 

 「印刷インキに関する自主規制（ＮＬ規制）」は、人に対する安全と健康ならびに環境への影響に配

慮し、より安全な印刷インキおよびその関連製品を提供することを目的として、原材料として使用され

ることが好ましくないと判断される物質を選定し、その使用を禁止するものです。 

当工業会の自主規制ネガティブリスト(ＮＬ)は使用を禁止した物質のリストであり、1973 年に旧厚

生省指導のもと「食品包装材料用印刷インキに関する自主規制(ＮＬ規制)」を制定したことに始まり、

当初使用を禁止した物質は鉛化合物をはじめとする 60物質でしたが、その後、食品包装材料用途以外

も含めた印刷インキ関連製品全般への適用拡大と共に、法改正や国内外に於ける各種規制に合わせて、

その物質の有害性等を考慮しながら、物質を追加しています。2025年現在、例示物質を含めて 4,000を

超える化学物質が選定されています。 

使用禁止物質の選定基準は、健康や環境に有害であるとして法令で製造や使用が禁止されている物

質、ＣＭＲ物質（発がん性、強度の変異原性、生殖毒性）、EUの「包装・包装廃棄物指令 94/62/EC」、

「RoHS 指令」、また GHS 導入に伴う安衛法の改正（2005 年）を始めとする関連法規制の改正、2007 年

に施行された REACH 規則など化学物質に係る国内外の法規制や新規有害性情報等を考慮し選定してい

ます。 

 

1-2 ＮＬ規制とＰＬ規制とはどのような違いがありますか？また、印刷インキ工業会では、ＰＬ規

制ではなくＮＬ規制を制定しているのは何故ですか？ 

 

ＰＬ規制は、一般的に「原則としてすべて禁止とするが、特定の物質だけを使用可能とする」規制方

法で、衛生的に安全性が確認された物質をリスト化(PL: ポジティブリスト)し、一定の用途に使用を認

める方法です。 

ＮＬ規制は、「原則としてすべてを認可するが、特定の物質だけを使用不可とする」規制方法で、安

全衛生上人体や環境に有害なおそれがあると考えられている物質をリスト化(NL: ネガティブリスト)

し、その使用を禁止する方法です。印刷インキは様々な用途に各種印刷方式で使用され、多岐にわたる

機能が要求されるので、多種多様な化学物質が使用されています。それ故、印刷インキは印刷面が直接

食品に触れない用途へ使用されることを前提にして、当工業会ではＮＬ規制を採用しています。 

 

1-3 ＮＬ規制対象物質で「発がん物質」という定義で選定されている物質があります。基準として

いる各機関においてリストアップされている物質はもっと沢山ありますが、なぜ一部の物質だけ

がＮＬ規制の対象となっているのですか？ 

 

ＮＬ規制では発がん性についてIARC（国際がん研究機関）、EU（欧州連合）、日本産業衛生学会、

ACGIH（米国産業衛生専門家会議）、EPA（米国環境保護庁）、NTP（米国国家毒性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）の6 機関の評価

をもとにしています。各機関で発がん性を分類＊しリストアップしている物質は、すべてが人に対し

て発がん性が確認された物質ではありません。「ヒトに対して発がん性がある」としている物質は発

がん性の分類でPriority 1の区分に分類された物質で、これらはすべてＮＬ規制の対象としていま

す。ただし、発がん性物質のうち、アルミ精錬などの特殊な作業環境、喫煙･飲酒などの生活習慣等の

印刷インキ関連製品の材料として物質を特定できないものはＮＬ規制の対象としていません。 
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また、「ヒトに対して発がん性があると思われる」物質は発がん性の分類でPriority 2の区分に分

類された物質で、2 つ以上の機関がこの区分であると評価した物質をＮＬ対象としています。これは

ある機関で、「ヒトに対して発がんの可能性が有る」と分類された物質が、他の機関では「ヒトに対

して発がんがあると分類できない」とした例があることからです。 

 

* 発がん性分類

IARC 日産衛 EU ACGIH
EPA

1986年
EPA

2005年
NTP

1 第1群 1A A1 A CaH K
ヒトに対して
発がん性を
示す

人間に対し
て発がん性
のある物質

ヒトに対す
る発がん性
が知られて
いる物質

ヒトに対して
発がん性が
確認された
物質

ヒト発がん
性物質

ヒト発がん
性物質

ヒト発がん
性があるこ
とが知られ
ている物質

2A 第2群A 1B A2 B1、B2 L R
ヒトに対して
おそらく発
がん性を示
す

人間に対し
ておそらく発
がん性があ
ると考えら
れる物質。
（証拠がより
十分な物
質）

ヒトに対して
おそらく発
がん性があ
る物質

ヒトに対して
発がん性が
疑われる物
質

限定された
ヒト発がん
性を示す証
拠及び動物
での十分な
証拠に基づ
き、おそらく
ヒト発がん
性物質/動
物での十分
な証拠に基
づいて、お
そらくヒト発
がん性物質

ヒト発がん
性の可能性
が高い物質

2B 第2群B 2 A3 C S
ヒトに対して
発がん性を
示す可能性
がある

人間に対し
ておそらく発
がん性があ
ると考えら
れる物質。
（証拠が比
較的十分で
ない物質）

ヒトに対す
る発がん性
が疑われる
物質

動物に対し
て発がん性
が確認され
た物質であ
るが、ヒトへ
の関連性は
不明

ヒト発がん
性がある可
能性がある
物質

発がん性を
示唆する物
質

Priority
1

Priority
2

ヒト発がん
性があると
合理的に予
測される物

質

Priority
3

 

 

1-4 印刷インキおよびその関連製品とはどの様なものを指すのですか｡例えば筆記用インキ､マジッ

クインキ､絵具､クレヨン､スタンプインキ､孔版（謄写版）インキ､スクリーンインキも含まれます

か？ 

 

ＮＬ規制でいう「印刷インキ」とは､有色無色および有版無版を問わず各種印刷工程を経て画像や被

膜を形成するものであって、例えば平版インキ、凹版インキ、樹脂凸版インキ、孔版（謄写版等）イン

キ、スクリーンインキ、インクジェットインキ、ＯＰニス、コーティングニス、アンカーなどを指しま

す。「関連製品」とは、印刷工程ならびにその前後の工程で使用される化学製品（液体、粘調固体）で

あって、ワニス、印刷インキと混合使用する溶剤や機能補助剤、印刷材料（洗浄剤、湿し水など）を指

します。従って、印刷工程を経ない筆記用インキ､マジックインキ､絵具､クレヨン、スタンプインキ等

は含みません｡ 

 

1-5 ＮＬ規制に基づいて製造された印刷インキおよびその関連製品の有害物質による汚染の問題､

例えば有害物質の許容含有量はどのようになっていますか？ また問題が発生した場合の保証責

任等についてはどのようになっていますか？ 

 

印刷インキおよびその関連製品は､工業用原材料を用いて製造されていることから､意図しない未反

応物や副生成物などの微量不純物が存在する場合があります。不純物がＮＬ規制物質に該当する場合、

その含有量が問題となります。その目安値としての含有量は、特定の発がん物質で 0.1%、それ以外の

物質は 1.0%としています。しかし、目安値未満であっても可能な限り不純物の含有量を下げるよう、

常に心掛ける必要があります。 
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またＮＬ規制準拠製品で問題が発生した場合は、当該会員メーカーが責任を持って対処する必要が

あります。 

 

1-6 ＮＬ規制準拠インキを使用すると、そうでないものと比べてどのような利点がありますか？ 

 

ＮＬ規制準拠インキを使用することは、有害性の高い原材料や RoHS指令で規制されている有害性重

金属等を使っていないため、安全性の高いインキを使用していることにつながります。エコマーク（日

本環境協会）やグリーン基準（日本印刷産業連合会）、食品包装用途等ではＮＬ規制準拠品であること

が要件となっています。 

 

1-7 ＮＬ規制対象物質には重合モノマー等の合成原料が含まれていますが、これを使用して合成さ

れるポリマーを使用してもＮＬ規制に該当するのでしょうか？  

 

ポリマーとモノマーでは危険有害性に大きな違いがあります。従って、ポリマーを使用する限り、Ｎ

Ｌ規制の対象ではありません。これは「合成原料としての使用は規制の対象にしない」ということにな

ります。ただし、残留しているモノマー成分や未反応物があり、それらが目安値を超えている場合はＮ

Ｌ規制に該当することになります。                 

 

1-8 ＮＬ規制対象物質を原材料メーカーが使用している場合、その原料を使用したらＮＬ規制に該

当するのでしょうか？ 

 

その物質が会員会社の最終製品としての品質に効能を与えず、会員会社がその機能を期待して製品

配合処方を組まない場合は不純物としての取り扱いになり、目安値未満の場合はＮＬ規制に該当しま

せん（目安値以上の場合はＮＬ規制に該当します）。ただし、ＮＬ規制の趣旨からして当工業会会員会

社は原材料メーカーに対して、より有害性の低い代替品への置き換えを要望すべきです。 

（1-19 も参照下さい） 

 

1-9 印刷インキに関する海外における規制は、どのようなものがありますか？ 

                                                      

欧州印刷インキ協会(EuPIA）は自主規制｢印刷インキおよび関連製品に対する排除リスト」を設けて

います。この排除リストは印刷インキおよび関連製品の生産および販売における健康および安全事項

に基づくものであるとしています。また、2011 年には食品用容器包装の、外面への印刷用インキの原

材料インベントリーリストを公開しています。 

スイスでは EuPIAの協力のもとに食品に接触する材料に関する条例（スイス条例）によって、包装材

料用インキについてはじめてポジティブリスト（PL）が 2010年 4月に制定され、最新版が 2024年 2月

より施行（7月改訂）されています。 

米国では、食品容器包装用印刷インキに関連する規制要件は米国食品医薬品局（FDA）の FDA規格と

して連邦規則 21（CFR21）に掲載されており、詳細は FDAガイドライン等で明確にされています。 

その他、中国(食品安全国家標準 GB4806や GB9685等)やドイツ（消費財条例）等においても規制が存

在します。 

 

1-10 ＮＬ規制物質リストの見直し・改訂はどのように行われるのですか？ 

 

ＮＬ規制による規制対象物質は、国内外の法令、および化学物質の有害性情報をもとに選定基準によ

って選定されています。法規制の改定や、新たな有害性情報に対応して、ＮＬ規制対象物質の追加ある
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いは削除を審議しています。ＮＬ規制対象物質の追加・削除の見直しは年 1回としていますが、必要な

場合にはその都度行います。 

 

1-11 新たに法規制該当、非該当になった場合、有害性に関する新たな知見が得られた場合など、Ｎ

Ｌ規制対象物質としての扱いはどうなるのでしょうか？  

 

選定基準 1 に該当する物質のうち法令の指定によるものについては、当該法令により物質が追加ま

たは削除された場合、施行日をもってＮＬ規制対象物質として追加または削除されます。 

選定基準 1の上記以外で新たに該当する物質については、会員に周知し、期日を定めてＮＬ規制対象

物質に追加します。 

選定基準 1に該当しなくなる物質は、選定基準 2または 3とすることで、引き続きＮＬ規制対象物質

とする場合もあります。 

選定基準 2、3に該当する物質については、新たな有害性情報等により追加規制または削除が必要と

判断された場合には、使用実態調査等を行った後、会員会社に周知し、期日を決めて規制あるいは削除

します。 

 

1-12 日本国内は勿論、諸外国の法規制を見た時に、ＮＬ規制の不純物としての定義 1.0%未満とい

うのは問題ないのでしょうか？ 

 

当工業会は、「不純物の含有量が1.0%未満(一部*の発がん性物質については0.1%未満)であれば問題が

ない」というデータを持っているわけではありません。国内外の法令等の解釈から、不純物含有量

1.0%(一部*の発がん性物質については0.1%)は妥当性があると判断しています。今後、国内外の法令の

動向やBAT（利用可能な最良の技術）の考え方などを参考に適宜、見直しを行います。 

*当工業会が定める「Priority1（ヒトに対して発がん性を示す）」に該当する物質（1-16参照） 

 

1-13 ＮＬ規制は､印刷後のインキ塗膜に残る物質に対して適用すべきで､溶剤のように蒸発する物

質は､除外すべきではないでしょうか？  

   

ＮＬ規制は「人に対する安全と健康ならびに環境への影響に配慮し、より安全なインキを提供するこ

と」を趣旨としています。このことから、作業環境及び大気に放出される溶剤も対象としています。 

 

1-14 ＲＥＡＣＨ規則のＳＶＨＣとはどの様なものですか？ またＮＬ規制物質との関係はどうな

っていますか？  

 

SVHC（高懸念物質）とは欧州 REACH規則の附属書ⅩⅣに収載される認可対象物質（Authorisation List）

の候補になる物質です。発がん性、変異原性、生殖毒性、難分解性、生物蓄積性、有毒性など人の健康

や環境に重篤な懸念がある物質として選定されています。SVHCは認可対象候補物質リスト（Candidate 

List）に収載されており、2025年 1月現在 247物質ですが、今後さらに増える予定です。SVHCから選

定された認可対象物質は、認可がないと輸入や製造、使用ができず、認可された用途以外では使えなく

なります。認可対象物質は 2024年 5月現在 59物質群です。 

当工業会では SVHCの有害性に鑑みＮＬ規制候補物質とし、その有害性レベルと照合してＮＬ規制対

象物質を選定しています。 

なお、近年では SVHC でなく認可対象候補物質リストに記載されている物質ということで、

CLS(Candidate List of substances of very high concern for Authorisation：認可対象候補物質)

と呼ばれることが多くなってきています。 
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1-15 インキ用樹脂合成時に副生成物または未反応物として混入しているＮＬ規制物質は､意図的に

入れたということになりますか？ また、混入量の限度はどの位なら許されますか？ 

 

合成時の副生成物、未反応物や未精製物等の混入は不純物であり、意図的な使用には該当しません。

しかしながら、原材料中にＮＬ規制物質が混入していることが明らかな場合は、可能な限り混入量の少

ない原材料を使用するように心掛ける必要があります。 

ＮＬ規制対象物質の不純物としての混入量の目安値は､国内外の法規制の裾切値を考慮して一部*の

発がん性物質は 0.1%未満、それ以外は 1.0 %未満としています。しかし、目安値の範囲内であっても、

ＮＬ規制物質を意図的に使用することを認めたものではなく、ＮＬ規制の趣旨はあくまでも規制物質

を使用しないことにあります。 

*当工業会が定める「Priority1（ヒトに対して発がん性を示す）」に該当する物質（1-16参照） 

 

1-16 不純物として混入するＮＬ規制対象物質の許容量の目安値は、発がん性物質については 0.1%

未満となっています。この場合、対象となる規制物質はＮＬ規制物質リストの発がん性物質すべて

でしょうか？ 

 

発がん性物質としては、選定基準１、選定基準２に掲載していますが、0.1%未満の基準が適用される

対象は選定基準 1の(7)①に該当する物質です。すなわち IARC、EU、日産衛、ACGIH、NTP、EPAの 6機

関のうち、いずれかの機関が発がん性分類で Priority 1の区分“ヒトに対して発がん性を示す”と評

価している物質です。 

 

1-17 ＮＬ規制対象物質について、許容値は必要ないのでしょうか？ 

 

使用原材料に不純物として混入するＮＬ規制対象物質の含有量の許容値を、印刷インキ工業会とし

て規定することはできません。また、国内外における関連業界のＮＬ自主規制では、規制対象物質の許

容値を規定しているものはなく、当工業会が独自でＮＬ規制対象物質について、有害性に影響を及ぼす

最小濃度値（閾値）の情報を得ることは困難です。 

以上の理由により、ＮＬ規制物質の混入に関しては許容値ではなく、目安値を設けています。 

 

1-18 発がん性物質が意図しない不純物として混入した場合、目安値を0.1%未満としていますが、

がん原性物質や変異原性物質は0.1%未満と考えなくて良いのでしょうか？ 

 

がん原性＊物質、変異原性＊物質は発がん性の疑いがある物質ですが、発がん性が確認された物質で

はないことから、目安値は 1.0%としています。発がん性試験は費用も日数もかかるため、発がん物質

のスクリーニングは変異原性試験、がん原性試験、発がん性試験の順に絞り込んで行われているようで

す。 

＊がん原性：ヒトを含む動物にがんを生じさせる性質のことです。がん原性試験の目的は動物

においてがん原性の有無を明らかにし、ヒトに対するリスクを評価することです。 

＊変異原性：特定な遺伝子に起こる変異のみならず、遺伝物質DNAに傷害を与えたり、染色体

に異常を誘発させるような現象が遺伝毒性とされ、その結果、細胞に突然変異を

誘発して次世代の細胞に影響を与える場合、変異原性とされています。ヒトにが

んを発生させるような物質には強い変異原性が認められます。 
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1-19 原材料のＳＤＳにＮＬ規制対象物質が不純物として混入している旨の記載がある場合、この

原材料を使用すると意図的使用となるのでしょうか？ また、意図して添加、含有する場合に

は、目安値以下であればＮＬ規制に基づいて製造されたといっても良いのでしょうか？ 

 

ＮＬ規制物質を不純物として含有する原材料の使用は意図的使用とはいいません。不純物とは、意

図しない合成時の未反応物や副生成物、天然物原料に含まれる未精製物に起因するもの等を指し、イ

ンキ製品等の最終製品においてその効能が影響しないものをいいます。ただし、配合設計上、混入物

が最終製品として目安値1.0%未満（一部*の発がん性物質は0.1％未満）であっても、何らかの効能を

発現する場合は意図的使用になります。また、ＮＬ規制物質を意図して添加している場合は、その量

が目安値以下であってもＮＬ規制に準拠して製造されたとはいえません。なお、不純物であっても目

安値を超えて含有する場合はＮＬ該当となります。（1-21も参照下さい） 

 *当工業会が定める「Priority1（ヒトに対して発がん性を示す）」に該当する物質（1-16参照） 

 

1-20 ＮＬ規制対象物質を使用後に同じ設備で次の製品を製造し、規制物質が混入した場合、この

物質は非意図的物質として取り扱っても良いのでしょうか？ 

 

このような場合は意図的ではありませんが、予測できる汚染であり、製造ラインを別にする、取り扱

う場所を限定する、ＮＬ規制対象物質の使用を取りやめる等により、汚染しない手立てを講ずるべきで

す。不純物としての目安値は最低限クリアすべきであり、製造ラインにおけるコンタミは十分な注意が

必要です。 当工業会ＨＰ掲載「食品容器包装用印刷インキの製造管理ガイドライン（一般衛生管理）」

も参照下さい。 

     

1-21 ＮＬ規制物質の不純物として混入する含有量は、例えば一般規制物質の場合目安値で1.0%未

満とありますが、最終製品（インキ）中の含有量ですか？それとも、原材料段階での含有量ですか？ 

  

「印刷インキに関する自主規制（ＮＬ規制）*」本文『５ 印刷インキ中に、不純物として混入する

ＮＬ規制対象物質の含有量について』にありますように、目安値は最終製品中の含有量です。また、

この規制は使用する原材料の自主規制ですので、原材料の段階でも不純物の混入ができるだけ少ない

ものを選択するのが望ましいといえます。  

 *印刷インキ工業会 | NL規制 (ink-jpima.org) 

 

1-22 不純物としてＮＬ規制対象物質を目安値以上含有しているために、ＮＬマークが付いていな

い製品を原料として、その規制対象物質が目安値未満となった製品を製造した場合、その製品はＮ

Ｌ規制準拠製品といえますか？ 

 

原材料に規制対象物質が不純物として目安値以上含有しているためＮＬ規制準拠品でないとしてい

る製品を原料として製造した場合、不純物が目安値を下回っていることが確認できればＮＬ規制準拠

製品といえます。 

 

1-23 対象物質名で「類」とか「化合物」と示したものに対しては、例示物質の範囲の中で考えれ

ば良いのでしょうか？ 

 

例示物質には、対象となるすべての物質が記載されているわけではありません。類とか化合物に該

当するものはすべてと考えてください。（1-25も参照下さい） 

https://www.ink-jpima.org/ink_anzen.html
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1-24 翌年(例えば2026年)5月のＮＬ規制改訂でＮＬ該当となるが､切替の為の準備期間１年が設定

された場合､この期間内に製造した印刷インキを用いて印刷された印刷物が翌々年（本例では2027

年）5月以降で市場流通した場合、その印刷物についてはどのように取り扱えば良いのですか？ 

 

翌年（本例では2026年）5月改訂版のＮＬ規制対象物質リストに掲載されますが、準備期間が設定さ

れた物質については、ＮＬ規制の施行はその期間終了後の適用（本例では2027年5月1日適用）となり

ます。準備期間として設定された期日（本例では2027年4月末日）までに製造された印刷インキであれ

ば、ＮＬ適合インキで印刷したと言えます。ただし、推奨は致しません。準備期間の設定趣旨からし

て、当工業会会員会社は、設定された期間内で対外的周知と共に、切替が完了できるように心がけて

ください。 

 

1-25 結晶性シリカは不純物としての目安値は0.1%ですが、その例示物質である、石英（結晶）と

クリストバライトとトリジマイトを各0.06%含有していることが判明した場合の取り扱いはどうな

りますか？ 

 

結晶性シリカはその物質群として指定しています。本例では、合算値として0.1%を超えるためＮＬ

規制に該当となります。 

 

 

2．食品衛生法との関係 

 

2-1 ＮＬ規制準拠インキを使用した印刷面は食品が直接触れても良いのでしょうか？ 

 

ＮＬ規制準拠インキを使用した印刷面であっても食品に直接接触しないような設計・構成でなけれ

ばなりません。 

           

2-2 厚生省告示第 370号溶出試験とＮＬ規制に適合したコーティング剤は、食品に直接接触する構

成で使用しても良いでしょうか？ 

 

食品衛生法において食品容器包装材料に関する規格基準は、厚生省告示第 370号「食品、添加物等の

規格基準」としてポジティブリスト制度「ＰＬ制度」が定められており、印刷面が直接食品に接触する

場合は、厚生省告示第 370号溶出試験のみならず、この規格基準に適合する必要があります。 

（当工業会ＨＰ「食品包装と印刷インキ」も参照下さい） 

 

2-3 折り紙の印刷に、ＮＬ規制準拠インキならどれを使っても大丈夫でしょうか？ 

   

折り紙は、玩具の範疇に入り、食品衛生法で定められた厚生省告示第 370号や玩具の ST基準（業界

基準）等の規格、基準があります。 

折り紙に使用する着色剤は食品衛生法施行規則別表第 1に掲げる着色料（食用色素等）以外の着色剤

を使用する場合は所定の試験方法で溶出してはいけないとの規定があります。ＮＬ規制準拠インキは

この規定に適合することは求めていないため、どれを使用しても良いとはいえません。折り紙の印刷物

として、それらの規格基準に適合するインキしか使用できません。（2-4項も参照下さい） 
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2-4 色紙など､子供用がん具に使用する印刷インキには､特別な配慮が必要ですか？ 

 

食品衛生法第 68 条第 1 項には､「乳幼児が接触することによりその健康を損なうおそれがあるもの

として厚生労働大臣及び内閣総理大臣の指定するおもちゃ」について､この法律の重要な部分を準用す

ると規定されており､［健康上有害なおもちゃの指定］として､アクセサリー玩具、うつし絵、折り紙な

どが指定されています（同施行規則第 78条）｡これにしたがい、おもちゃまたはその原材料の規格並び

に、おもちゃの製造基準が定められています（厚生省告示第 370号）。着色料については化学的合成品

を用いる場合は食用色素を使用することが原則ですが、その他の場合は所定の溶出試験（40°C温水､10

分間､2mℓ/cm2）で色素の溶出が認められないことと規定されています（おもちゃの製造基準）。 

さらに､日本玩具協会では､これより厳しい自主規制（ST基準）を実施しており､これら玩具類に用い

られる印刷インキは､色素の溶出や､塗膜中の有害物質（重金属類など）が規定以下となるように配慮さ

れなければなりません｡ 

また、食品衛生法施行規則 78条で規定するおもちゃは、 

（1）乳幼児が口に接触することをその本質とするおもちゃ 

（2）アクセサリー玩具（乳幼児がアクセサリーとして用いる玩具をいう。）、うつし絵、起き上がり、お

めん、折り紙、ガラガラ、知育がん具（口に接触する可能性があるものに限り、この号に掲げ

るものを除く。）、つみき、電話がん具、動物がん具、人形、粘土、乗り物がん具、風船、ブロ

ックがん具、ボール、ままごと用具 

（3）前号のおもちゃと組み合わせて遊ぶおもちゃ 

が該当します｡  

 

2-5 印刷インキは､食品添加物として許可されているもののみで作れますか｡また､そのような印刷

インキなら直接食品に触れても問題はありませんか？ 

 

一般に､印刷インキは､印刷適性､印刷効果､用途適性など多くの要件が求められる為､食品添加物のみ

で印刷インキを製造することは殆どありません。然しながら、特殊な用途として食品および食品添加物

の使用基準に準じた原材料で構成した可食性インキ（可食インキ）は製造されています。このようなイ

ンキは直接食品に触れることや食品に直接印刷することも問題はありませんが、食品添加物は食品に

よって使用の制限や条件があり注意が必要です。 

 

2-6 蛍光顔料を使用した印刷インキは､食品包装材料用に使っても支障はありませんか？蛍光色イ

ンキの使用範囲の制限や問題点がありますか？ 

 

食品衛生法上、蛍光顔料も一般顔料と同じ規制を受けます。しかし、蛍光顔料は蛍光染料を含有して

いるため、ブリードなどの問題発生の可能性もあり、通常の顔料と比べ印刷インキへの使用にはより注

意が必要です。このため、食品包装材料用に使用する場合には、充分な注意が必要です。 

また、ＮＬ規制物質に該当している蛍光顔料もありますので、ご注意ください。 
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3．原材料関係 

 

3-1 副生成物または未反応物として微量の化学物質審査規制法（化審法）第一種特定化学物質（一

特）に指定される物質（顔料中のＨＣＢ等）を含有する原材料を使用したインキは、ＮＬ規制に適

合するといえるのですか？ 

  

化審法 第一種特定化学物質（一特）に指定される物質が不純物質となっている場合においては、

BAT（Best Available Technology：利用可能な最良の技術）の原則により、原材料中の一特に指定さ

れる物質の含有量の上限値が定められています。このような原料である場合、当該原料を使用したイ

ンキはＮＬ規制に適合といえます。 

 

＊過去事例：2006年に顔料や染料の使用原料及びハロゲン化工程を経る顔料・染料の一部に化審法 第一種特定化学物質（一特）

であるHCBが検出され、使用が一時制限された事例がありました。顔料・染料メーカーは三省（経産省、厚労省及び環境省）の

指導のもと、自主管理を行い、その後三省はBATの原則により、顔料中のHCB含有量の上限値を定めています。2012年には顔料の

一部に於いて、化審法 第一種特定化学物質（一特）であるPCBが検出された事例、2023年には草顔料の一部に於いて、化審法 

第一種特定化学物質（一特）であるPCPが検出された事例、2025年には草顔料の一部に化審法 第一種特定化学物質（一特）であ

るPeCBが検出された事例が発生しており、同様の対応がなされています。 

   

3-2 メラミン樹脂を使用したインキはＮＬ指定物質である「ホルムアルデヒド」を含有しますが、

扱いは意図的添加になるのでしょうか、あるいは不純物となるのでしょうか？ 

また、経時変化で「ホルムアルデヒド」を発生する（発生量は不明）おそれのある製品には、Ｎ

Ｌマークをつけられないのでしょうか？  

 

不純物の扱いになると考えられますが、「IARC：グループ 1」の発がん物質であることから、インキ中

のホルムアルデヒドの含有量を 0.1%未満にする必要があります。含有量が 0.1%以上である場合は、Ｎ

Ｌ非準拠品でありＮＬマークをつけることはできません。 

また、「経時変化でホルムアルデヒドを発生する」とは保存条件次第という意味と思われますが、反

応のメカニズムや生成最大値は確認しておく必要があります。ホルムアルデヒドは発がん物質である

ことからこのような原材料はより安全な代替品に切替え、使用しないようにすることを推奨します。 

 

3-3 ドイツ日用品規制の対象である、特定アミンを生成するアゾ顔料としてピグメントレッド８、

２２、３８の３点だけが規制対象物質になっていますが、他のアゾ顔料は規制しなくてもよいので

しょうか？ 

  

ドイツ日用品規制の第 4 次修正では多くのアゾ顔料が特定アミンを生成するとして、規制対象とな

っていましたが、第 5次修正で上記 3点以外は適用除外とされました。ＮＬ規制では、この第 5次修正

で規制対象となっている上記の 3顔料を禁止しています。 

なお、有害アミンを生成する染料／顔料としては、家庭用品規制法「特定芳香族アミン」もＮＬ規制

の対象としています。 
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3-4 酢酸ビニル（モノマ－）は、「がん原性が認められた化学物質」に掲載されています。また発

がん性評価がＩＡＲＣ：２Ｂ、日産衛：２Ｂ、ＡＣＧＩＨ：Ａ３となっており、発がん性物質とし

てのＮＬ指定と思われますが、酢酸ビニルモノマーは0.1%が目安値になるのでしょうか？ 

 

不純物としての混入量について目安値を 0.1%未満としている発がん性物質の適用範囲は、IARC、

EU、日産衛、ACGIH、EPA、NTPの 6機関のいずれかで発がん性区分Priority 1の評価「ヒトに対して

発がん性を示す」としている物質です。酢酸ビニルモノマーのIARC：2B、日産衛：2Bは選定基準 2に

よる候補物質の要件ではありますが、これらの発がん性区分はPriority 3でいずれの機関でも不確定

な「ヒトに対して発がん性を示す可能性がある」との評価から、混入量の目安値は 1.0%未満となりま

す。 

 

3-5 酢酸エチルやトルエンは劇物に指定されていますが､印刷インキに使用しても大丈夫ですか? 

 

酢酸エチルおよびトルエンは､単体で毒物及び劇物取締法（毒劇物法）の劇物に指定されています｡こ

れらは有機溶剤の乱用防止という見地から実際に乱用の対象となっていることが明らかなものについ

て指定された背景があります。毒劇物取締法による毒物劇物の経口毒性判定基準では、 

・毒物：経口 LD50が 50mg/kg以下のもの 

・劇物：経口 LD50が 50mg/kgを超え 300mg以下のもの 

としていますが、酢酸エチルの LD50 は 5,000mg/kg 以上（ラット経口）＊､トルエンの LD50 は 2,600～

7,530mg/kg（ラット経口）＊であり、この基準に該当していません。 

したがって、印刷インキに使用されていても､印刷時に乾燥を十分に行い､印刷物にこれらの溶剤が

残留しないように注意すれば､安全性に問題はないものと考えられます｡なお、これらの使用時におい

ては安衛法で作業環境における管理濃度が設定されていますので、順守下さい。 

＊NITE（製品評価技術基盤機構） の「GHS分類結果」からの引用データ     

 

3-6  フタル酸エステルについての規制はどうですか？ 

 

わが国ではフタル酸ジ-2-エチルヘキシル（DEHP）は 6歳児以下の乳幼児を対象としたおもちゃと、

油脂・脂肪性食品を含有する食品の器具および容器包装へ、また、フタル酸ジイソノニル（DINP）は口

に入ることを目的としたおもちゃへの使用禁止措置が 2003 年に講じられました。さらに 2010 年 9 月

にフタル酸ジブチル（DBP）、フタル酸ブチルベンジル（BBP）、フタル酸ジイソデシル（DIDP）、フタル

酸ジ-n-オクチル（DNOP）の 4物質が追加され、規制対象材料がポリ塩化ビニルに限定されず、可塑化

された材料からなる部分に拡大されました。 

EUでも予防的観点から DEHP、DINP、DBP、DIDP、DNOP、BBPの 6物質について用途規制をしています。

製品の一部に0.1%超のDEHP、DBP、BBPが含まれる3歳未満の子供向け玩具および育児用品は販売禁止、

さらに子供が口に含む可能性のある製品の一部に、0.1%超の DINP、DIDP、DNOPを含むポリ塩化ビニル

製品も同様です。米国でも 2009年より EUと同様の規制が施行されました。 

また、EUの REACH規則において 2011年に DBP、BBP，DEHP、2012年に DIBP、2017年に DPP,DIPP,DIHP、

他3種類のフタル酸類が認可対象物質に選定されEUでは認可された用途以外では使用禁止になります。

近年では、フタル酸類の人体への内分泌かく乱作用が懸念されています。なお、REACH規則の認可対象

物質は NL規制対象物質です。 
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3-7  よく有害重金属という言葉を聞きますが､具体的には何を指しますか？ 

 

アルミなどの軽金属に対して、金、銀、水銀、クロムなど比重が 4～5以上の金属を重金属といいま

す。重金属には毒性が強いものが多く、微量であっても繰り返し摂取した場合、体内に蓄積され人体に

有害となります。カドミウム、六価クロム、水銀、鉛などは有害重金属と言われています。土壌汚染対

策法で特定有害物質として規定している重金属は、カドミウム、六価クロム、水銀、セレン、鉛、ひ素

の 6種です。 

水道法ではこれら重金属の水質基準が次のように定められています。 

カドミウム      0.003   mg/ｌ 以下 

水銀            0.0005  mg/ｌ 以下 

セレン         0.01    mg/ｌ 以下 

鉛               0.01    mg/ｌ 以下 

ひ素             0.01    mg/ｌ 以下 

六価クロム       0.05    mg/ｌ 以下 

EUの RoHS指令や包装廃棄物指令では、カドミウム、六価クロム、鉛、水銀の 4重金属を規制してい

ます。 

EU RoHS指令におけるそれらの最大許容値は                              

カドミウム          100 ppm            

水銀           1,000 ppm            

鉛                 1,000 ppm           

六価クロム        1,000 ppm           

となっています。 

玩具については、日本での ST基準、EUでの EN71-3等で上記水道法の 6物質にバリウム・アンチモ

ン・マンガン・ニッケル・コバルトが追加されています。 

 

 

4．ＮＬ規制準拠証明 

 

4-1 ＮＬ規制に基づいて製造された印刷インキの証明を求められた時は、どのようにしたら良いの

でしょうか？                 

 

ＮＬ規制に基づいて製造された印刷インキである事はＮＬ規制準拠証明書で宣言する事が可能です。

この証明書は当工業会会員会社が所定のフォーマットに従って作成してお客様へ提出して下さい。 

 

4-2 ドライヤー､コンパウンドなどの助剤についてもＮＬ規制に基づいて製造された旨の証明書を

印刷インキメーカーは発行できますか？ 

 

「印刷インキに関する自主規制（ＮＬ規制）」は印刷インキおよびその関連製品に適用されます。そ

の関連製品では、ドライヤー､コンパウンドなどの助剤も対象となります。会員会社の製品であればそ

の責任において､ＮＬ規制対象物質を使用していない場合はその旨の証明書を発行することができます。 
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5.トラブル事例 

 

5-1 揚げたての天ぷらを油切りのために新聞紙の上にのせておいたところ、新聞の文字が天ぷらに

移ってしまいましたが、食べても大丈夫でしょうか？ 

 

ＮＬ規制準拠インキには、原料として有害性の高いものは使用していません。また、このような状況

での印刷インキの摂取量は極めて少なく、健康に実害を及ぼす可能性は低いと思われますが、印刷イン

キは食品添加物ではありませんので上記ケースの食品を口に入れるのは避けて下さい。ＮＬ規制に準

拠したインキであっても、食品と接触することを前提として設計、製造はしていませんので、食品に直

接接触するような用途に、新聞や包装紙などの印刷物を安易に使用することは避けて下さい。 

 

5-2  インキが剥がれて冷凍食品に付着して､そのまま誤って子供が食べてしまいましたが大丈夫で

すか？ 

 

ＮＬ規制準拠インキには原料として有害性の高いものは使用していません。また、このような状況で

の摂取量は極めて少なく、健康に実害を及ぼす可能性は低いと思われますが、医師にご相談下さい。 

包装形態によって食品にインキが移行した場合には、食品衛生法の第12条＊や第 18条＊等に抵触し、

食品衛生法違反とされる可能性があります。冷凍食品を含め、食品包装材料に印刷する場合は、ＮＬ規

制に準拠したインキを使用しても、印刷面が直接食品に接触するような包装形態は避けなければなり

ません。    

＊第 12条：添加物等の販売等の制限 

＊第 18条：器具又は容器包装の規格、基準の制定    

 

 

 

以 上   

 


